


■ 2016 年度全国研究集会を開催
　2016 年 9 月 8日（木）～ 9日（金）、北海道札幌市「札幌グラン

ドホテル」で、全国 47 都道府県の地方労福協、事業団体、労働団

体他 300 名の参加で高知県労福協より 5名が参加しました。

　開催にあたって、中央労福協神津里季生会長、開催地の北海道

労福協の工藤和男会長、開催地の高橋はるみ北海道知事の挨拶が

あり講演に入りました。

　講演Ⅰ　「孤立と困窮を生まないまちづくり“支え合い”を支える」

　　　　　　中央大学法学部　宮本太郎教授

　　　　　　①　「孤立と困窮の広がり　今起きていること」

　　　　　　②　「新しい保障のかたち支え合いの場の構築」

　講演Ⅱ　「全世代に広がる貧困と生活困窮者支援」

ＮＰＯ法人ホットプラス代表理事　藤田孝典氏

　生活困窮者支援活動から見えてきた課題について講演ならびに

問題提起を受けた。

　特別報告１　「ともに生きる地域づくり」

　　　　　　　ワーカーズコープ北海道事業本部　佐々木あゆみ事務局長

　支援する側・支援される側誰もが支え合える地域づくりの必要性について問題提起がされた。

　特別報告２　�「ひとり親家庭の現状と活動から見える社会的問題　～あなた

の隣にある貧困～」

　　　　　　　　しんぐるまざーず・ふぉーらむ北海道　平井照枝代表

　日本における子ども・ひとり親家庭の貧困状況について、現在の傾向をわかりやす

く説明があり、ひとり親家庭の貧困の要因と課題について問題提起がされた。

■パネルディスカッション
　「若者をはじめとする“貧困の世代間連鎖”を断ち切るため、いま私たちにできること！」

パネラー　藤田孝典氏：ＮＰＯ法人ほっとプラス代表理事

　　　　　山﨑俊一氏：北海道教職員組合中央執行委員

　　　　　石田輝正氏：連合　非正規労働センター局長

　　　　　山田太郎氏：新潟県労福協専務理事

コーディネーター　花井圭子中央労福協事務局長

　各パネラーから報告がされ、それぞれの報告に対して、藤田氏から

コメントや問題提起を受け、各世代・層におけ

る格差や貧困の実情が氷山の一角にすぎないという現実を受け止め、いま私たち

にできることは何か？についてディスカッションを行い、行政（自治体）・学校現

場・職場・地域それぞれの現場でできることを考える良い機会となりました。

　最後に花井事務局長から、「行政・自治体だけでなく、さまざまな団体が日々困

窮支援に奮闘しているが、どうしても行政の縦割りでの対応となってしまっている。我々が地域の縦と

横の糸を繋ぐ“かすがい役”とならなければならない。」とのまとめで締めくくった。



　9月 7日、第 2回地方労福協会議を 57 名の参加

で札幌市「札幌グランドホテル」にて開催し、冒頭、

黒河悟副会長から奨学金の無利子利用資格があり

ながら予算不足で利用できない残存適格者 2万 4

千名の存在に触れ、秋からの取り組みがきわめて

重要であ

り活発に

踏み出すための会議にしたいとの挨拶があった。

　意見交換では、日本学生支援機構本部との会談内容、賛

同団体の具体的方法、最低賃金引上げに関する労働団体と

の役割分担や公契約条例制定との関係などについて意見が

交わされた。

　特別報告として、日本退職者連合の林道寛副事務局長より「地域に

おける連携強化に向けて」と題して、労働者自主福祉運動との連携強

化を方針化し、6県のライフサポートセンターで退職者連合が協力し

ている現状が報告され、これからも元気な高齢者の力を活かしてほし

いと力強く呼びかけがあった。

　今秋の主要課題である「2016 生活底上げ・福祉強化キャンペーン」

「奨学金問題改善に向けた第 3ステージ」の 2点の具体的な進め方に

ついて意見交換し、全国で取り組みを進めることを確認した。



□火災発生による避難訓練実施

　10 月 18 日、こうち勤労センターで消防法に定められた消防訓練で

火災による避難訓練を参加者 15 名にて実施しました。

　午後 3時、3階の共用部分の喫煙所から出火したとの想定で、館内

の火災報知ベルを発報し、第一発見者が初期消火に努めるとともに

119 番通報、館内の参加者が 1階へ避難する訓練を実施しました。

　その後消防署の職員より、避難時の注意事項・非常口通路表示等説

明がありました。

□消火栓・消火器の模擬訓練の実施

　避難訓練終了後７階エレベー

ター前にて消火栓の取り扱いにつ

いて説明を受け、屋上にて消火器

（訓練用水消火器）の模擬訓練、消

火栓の放水模擬訓練を実施しまし

た。今回初めて消火栓の放水模擬

訓練を行い、参加者の皆さんは放水の威力を感じたことと思います。

２０１６年度高知県労福協研修会
日　時　２０１７年１月２１日（土）午後１時半より

場　所　�高　知　会　館

講　師　�高知市防災対策部

内　容　�「南海トラフ地震に備えて」
　　　　　～こんな場合はどうする！？
　　　　　　具体的なケーススタディを通じて、しっかり考えよう！～

予告

乞 う ご 期 待

参加料無料
防災グッズ
プレゼント



　9月 26 日に東京の連合会館にて第 2回奨学金問題相談員養成研修会が開催された。今年で 2

回目となる本研修会には、全国からライフサポートセンター相談員や地方労福協の奨学金担当

者、労働組合など様々な団体から 32 名の参加があった。

　講師は奨学金問題対策全国会議事務局長の岩重佳治弁護士。講義の前半では奨学金問題の現

状と課題について説明があり、相談現場から見える

奨学金の問題点や、来年度から導入予定の所得連動

返済型奨学金制度の問題点など、様々な事例が紹介

された。

　後半では、実際にあった事例を中心に奨学金が返

せない場合の債務整理の方法など、相談員に必要な

専門知識を学んだ。

　最後の質問の時間では、「債務整理に必要な費用」や「個人信用情報機関への登録」について

など様々な質問があった。受講者からは、「具体的な事例があってわかりやすかった」「今後の

相談活動の参考になった」などの声があり、有意義な研修会となった。



　これまで何となく知っていた「労働金庫」「全労済」の

歴史・生い立ちを改めて学ぶことにより、労働者のための

銀行、労働者の共済であることを波及させていくことが重

要であると感じました。そして、“良さ”“メリット”を伝

え、若い方に運動をどのように伝えていくか考えさせられ

ました。

　また、職場では必要以上に自己責任・成果主義・自立が

強調され、支え合う仲間の連帯が分断され、人間関係が希

薄化し社会が劣化している今こそ、労働者自主福祉運動（労

働者の労働者による労働者のための運動）における地域での重要性を感じました。

　そして、連合が提起している「働くことを軸とする安心社会の実現」には、組合員相互の共助活動、

労働組合に組織されていない労働者、子ども、高齢者などとの連帯が重要であると再確認しました。

　「第４期労働者福祉運動の歴史・理念・リーダー養成講

座」に参加させていただきました。二日間に亘って、労

働者福祉運動に関する講座を二つ、日本経済に関する講

座が一つ、最後に組織ごとに分かれた分科会で意見交換

という日程でした。

　労働金庫や全労済の成り立ち、歴史的背景については

何度か講座を受けたことがあり知識としてはありました

が、今回、労働運動の面から労金を捉えることで労金の

役割や理念を再認識する良い機会となりました。

　今回の講座を受講し改めて、労働金庫職員として労働運動・労働者自主福祉運動の歴史や労働金庫の

成り立ち、会員様の歴史と現状をさらに深く学び、身に付けていかなければならないということや、労

福協運動等を通じて地域社会とのつながりをより大切にしなければならないということを痛感しまし

た。今後も「金庫」職員である自覚を忘れずに会員の役に立てるよう努力を続けたいと思います。



　『第４期　労働者福祉運動の理念・歴史・リーダー養成講座』では、労働者福祉団体である労働金庫・

全労済がどのような経過・目的でつくられた組織であるのかを学べ、労働者福祉団体で働く職員として

日ごろの活動を振り返り、全労済という組織が今あることについて考えさせられ、大変有意義な学習の

場になったと感じました。

　日ごろ「全労済の成り立ち」や「共済と保険の違い」について、協力団体の研修会や説明会で話しを

していますが、過去の具体的なエピソードを交えて説明されるにあたり、その言葉の本質や重みを再認

識できました。

　当時を体験していない私たちが労働者福祉運動の理念

を伝えることは難しいことであると思いますが、この運

動を途切れさせることなく、永続的に引き継がせるため

には、労働者福祉団体で働く私たち職員がしっかりと認

識・共有し、外に発信し共感を広げていくことが大事で

あり、その活動をしていくことが私たち職員の役目であ

ると感じました。





　鹿児島県大隅半島に上陸した後、高知県室戸岬付近を通

過し、その後和歌山県に再上陸した台風 16 号は、日本各

地に大雨と強風による住宅の損壊を多数発生させました。

　特に、鹿児島県と宮崎県に多くの被害が集中し、全労済

にも 3,000 件を超える被災のご連絡がありました。

　こうした状況を受けて全労済では、一日も早い調査の完

了と共済金のお支払いに向けて、災害発生の一週間後には、

西日本域内の各県本部から鹿児島と宮崎に調査要員を動員

し、高知県本部からも、9月 28 日より 2名の調査要員を

鹿児島に継続的に派遣してきました。

　高知県内の被害に対する対応としては、台風接近前から協議を重ね、多数の被災受付があった場合に

備え体制を整えてきました。県西部と東部を中心に 9月末までの受付件数は 40 件強となっており、台

風通過の翌日から調査活動を開始して早期の対応をはかりました。

協力団体・組合員様へのお願い　～大規模な災害時～

　台風や地震などの大規模な被害が発生する災害の場合、短期間に多くの被災受付が集中するた

め、調査にお伺いするまで日数を要する場合があります（受付件数によっては 2週間以上かかるこ

ともあります）。調査日までに修理するときは、修理前の写真と見積書をとっておいてくださいま

すようお願いします。

　過去のデータを見ると、高知県は鹿児島県

に次いで台風の上陸が多い県です。しっかり

と台風に備えるようにしましょう。

　また、近年では突風や竜巻による被害も多

く発生しています。突風や竜巻は予測が困難

ですので、日頃からの備えが大切です。

「暮らし」の備えと、「保障」の備え

＜参考資料＞

「上陸数が多い都道府県」＊気象庁ホームページより

　※ 1951 年～ 2016 年台風 13 号まで

九州地方を中心とした「台風16号災害」への対応報告

順 位 都 道 府 県 上 陸 数

1 鹿 児 島 県 39

2 高 知 県 26

3 和 歌 山 県 22

4 静 岡 県 19

5 長 崎 県 16

6 宮崎県、愛知県 12

8 熊本県、千葉県 8

10 北 海 道 6








